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■第７回総務･財務委員会議事概要 

日 時 平成２３年１１月１４日（月）１３：３０～１６：３５ 

会 場 日事連会議室 

出席者 委員長 大内達史 副委員長 西村 武 

委 員 鈴木勇人、佐々木宏幸、髙橋祥治、小西郁吉、井上精二 

担当副会長 山田美光 

事務局 髙津専務理事、北野常務理事、恩田、吉田、前田、千浜、

松谷、赤士 

欠席者 委 員 曽田賢治 

１．議事 

（１）新法制度検討ＷＧにおける建築士事務所法の検討状況につ

いて 

新法制度検討ワーキンググループ（ＷＧ）において現在検討

している(仮称)建築士事務所法について、同ＷＧの委員である

三栖会長及び髙津専務理事より、資料１により次の趣旨の説明

がなされた。 

(仮称)建築士事務所法については、日事連の５つの常置委員

会に同ＷＧの岡本主査等が出席して経過報告を行い、意見を聞

くことにしている。ＷＧで検討すべき事項はある程度の体系（た

たき台）まで作成できたが、ＷＧ以外の日事連の実務に携わっ

ている会員にも意見を聞いて、反映すべきところは取り込んで

進めていきたいと考えている。建築士事務所法についてはなる

べく多くの意見が欲しいので、意見がある場合は各委員または

単位会等から日事連事務局へ提出して欲しい。 

（２）平成２３年度上半期事業報告及び収支報告について 

１）平成２３年度上半期事業報告について 

事務局より平成２３年度上半期事業報告案について、資料２－

１により該当項目の内容について概要説明がなされた。 

総務・財務に関する事業報告は以下のとおり。 

①会員・構成員異動 

②会員増強検討ＷＧでは、単位会への会員増強に関するアンケー

ト調査結果を踏まえた中間報告（叩き台）をまとめ、単位会に

対し意見提出の依頼を行った。 

③新法人移行検討ＷＧで作成した日事連新定款案の中間報告を

行い、単位会に意見を求めたのち、内閣府公益認定等委員会の

窓口相談を受けた。 

④単位会の公益法人制度改革への対応状況 

⑤年次功労者表彰 

⑥日事連建築賞 

⑦平成２４年度の適合証明登録業務の実施に向けては、昨今の不

適正業務が多発していることを踏まえ、その適正化を念頭にお

きつつ日事連と住宅金融支援機構とで協議を行っているとこ

ろである。 

⑧第３６回建築士事務所全国大会（福島大会）の中止に伴い、福

島会がこれまで準備に要した経費のうち、４７９万円を日事連

が負担することとした。 

⑨表彰規程を一部改正し、年次功労者表彰及び特別功労者表彰に

ついて、全国大会以外の行事でも表彰できるようにした。 

⑩５０周年記念事業特別委員会のもとに「事業企画運営ＷＧ」及

び「５０周年記念誌ＷＧ」を設置することとした。 

２）平成２３年度上半期収支報告について 

事務局より平成２３年度上半期一般会計、福利厚生特別会計及

び適合証明業務登録機関特別会計の収支決算について、資料２－

２により説明がなされた。 

協議の結果、資料２－１及び資料２－２のとおり常任理事会に提

案することとした。 

（３）一般社団法人移行にかかわる公益目的支出計画等について 

事務局より一般社団法人移行にかかわる公益目的支出計画等

について、資料３により次の趣旨の説明がなされた。 

日事連は平成２２年１２月６日の理事会で一般社団法人への
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移行を決定した。一般社団法人移行申請に伴う提出書類の一部

として、公益目的支出計画を作成する必要があり、収入を伴わ

ない以下の事業を公益目的事業として公益目的支出計画（案）

を作成した。 

１）公益目的事業 公１（新規事業） 

建築復興支援センター事業 

２）継続事業 継１（従来から行っている事業） 

①苦情解決事業 ②建築士事務所全国大会事業 ③日事連建

築賞事業 ④内外の関係団体との協力事業 ⑤調査研究事業 

⑥国、地方公共団体等への要望事業 ⑦キャンペーン・広

報・ホームページ事業 

平成２２年度決算をベースに計算した結果、初年度の公益目

的財産額は約５億３,８２０万円となり公益目的支出計画実施

期間は３年が見込まれる。 

なお、公益目的支出計画は、計算上、公益目的財産額から公益

目的事業費を差し引いていくものであり、法人の純資産額を減ら

すことを求められているものではない。 

委員からは３年で公益目的財産額が０になって大丈夫なのか

との質問が出されたが、選択した公益目的事業にかかわる支出を、

計算上充当していくだけで、その他の事業で得た収益等の剰余金

は別途積み立てていくこともできるので、実施期間の長短は問題

ない旨事務局より回答がなされた。 

協議の結果、資料３のとおり常任理事会に提案することとした。 

（４）一般社団法人移行申請に伴う定款変更等について 

事務局より一般社団法人移行申請に伴う定款変更等について、

資料４により次の趣旨の説明がなされた。 

一般社団法人移行申請に伴う定款変更については、１２月５日

に開催する臨時総会で議案として承認を得る内容である。定款

変更案は、現行の定款を生かしつつ、内閣府作成の『移行認定

のための「定款の変更の案」作成の案内』を参考として作成し

たものである。定款変更案は平成２３年６月の全国会長会議で

中間報告し、意見を求めたが特段の意見はなかった。その後、

内閣府公益認定等委員会事務局等との窓口相談を経て、資料４

の定款変更案としたものであるが、窓口相談での指摘事項は移

行認可を保証するものではないこと、また日事連が平成２４年

４月１日の移行登記を目途にしていることについては、申請が

集中しているため平成２３年１２月の申請では間に合わないと

思われる旨の説明を受けた。また、平成２３年１２月に申請し

て、平成２４年４月１日の移行の認可が間に合わない場合は、

例えば平成２５年４月１日の移行認可等、認可時期は団体の意

向によって調整が可能である旨の説明を受けた。これらのこと

を踏まえ、一般社団法人移行申請に伴う定款変更を行おうとす

るものである。なお、付帯事項として、内閣府公益認定等委員

会へ認可申請を行った際の定款変更に係る指摘事項等が生じた

場合の内容修正は会長に一任すること及び平成２３年１２月に

行う内閣府公益認定等委員会への認可申請で、平成２４年４月

１日の移行登記が間に合わない場合は、平成２５年４月１日の

移行登記に変更することを記載した。 

協議の結果、資料４のとおり常任理事会に提案することとした。 

（５）平成２４・２５年度役員候補者の推薦手順と選任方法につ

いて 

事務局より平成２４・２５年度役員候補者の推薦手順と選任

方法（案）について、資料５により次の趣旨の説明がなされた。 

この資料は、平成２１年１２月１日に開催した全国会長会議

申し合わせ事項の資料を基にして平成２４・２５年度役員候補

者の推薦手順と選任方法に合わせて年月日等の変更を行った資

料である。１２月５日に開催する全国会長会議で申し合わせ事

項として決定し、平成２４・２５年度役員候補者の推薦手順と

選任方法を進めていく予定である。 

協議の結果、資料５のとおり常任理事会に提案することとした。 

（６）平成２４年度の住宅金融支援機構適合証明業務登録制度に

ついて 

事務局より平成２４年度の住宅金融支援機構適合証明業務登

録制度について、資料６により次の趣旨の説明がなされた。 

平成２４年度の住宅金融支援機構適合証明業務登録制度につ

いては、平成２２年度及び平成２４年度に改善措置を行い、平成

２４年度は新規・更新登録を行うこと及び平成２６年度の新規・

更新登録の実施については、平成２４年度の新規・更新登録者数
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の状況により判断することを平成２２年１２月理事会で決定し

た。平成２３年９月の理事会では、平成２４年度に向けて適合証

明業務の適正化を念頭に適合証明登録制度の見直しを住宅金融

支援機構と検討を進めている状況の説明を行い、その後も継続し

て住宅金融支援機構と協議を進めてきた。 

この協議において、日事連からの確認事項を提示したところ、

住宅金融支援機構より次の趣旨の見解が示された。資料６は、確

認事項についての住宅金融支援機構の見解を改定事項の比較表

としてまとめたものである。 

①登録講習会については、講習時間を従来の３時間程度（半日講

習）を６時間程度（１日講習）とし、講習の最後に受講理解度

を確認するため、受講者に「理解度確認チェックシート」の記

入を課す。 

②業務調査については、「関係書類のみの調査」を倍増し、２年

間で１００事務所を対象に実施する。 

③適合証明技術者の個別業務のチェックとして、適合証明書に検

査チェックリスト及び確認した関係書類の添付の義務づけ、融

資利用者への開示、金融機関が適合証明書及び添付された関係

書類の内容確認を行う仕組みを導入する。また、適合証明技術

者が適合証明書及び関係書類を作成する場合は、住宅金融支援

機構が開発・運営するサイトで作成するようにし、必要箇所を

入力しないと書類が発行できない仕組みを導入する。 

④登録料、受講料等の改定については、慎重かつ十分な検討を行

う。 

⑤セーフティネットとして、適合証明業務にかかわる賠償責任保

険について、任意加入を前提に住宅金融支援機構において損保

会社と商品化の検討を進める。 

協議の結果、登録料、講習料等の費用にかかわる事項について

は、総務・財務委員長等と相談しつつ、早急に住宅金融支援機構

と検討・協議を行う。また、資料６のとおり常任理事会に提案す

ることとした。 

（７）建築士事務所賠償責任保険の会員向け補償の拡充等と加入

促進パンフレットの作成について 

事務局より建築士事務所賠償責任保険の会員向け補償の拡充

等と加入促進パンフレットの作成について、資料７により次の

趣旨の説明がなされた。 

建賠保険等調査専門委員会では、建賠保険についてその課題、

改善について検討を行っているが、会員事務所の加入促進を図る

にあたり、会員と非会員の差別化、会員の補償の拡充等を図るこ

とが重要と考え、会員の補償の拡充等を検討してきた。 

平成２４年度より会員向けに以下の補償の拡充等を行いたい。 

①地盤起因損害（地盤の沈下、隆起などに起因する事故による損

害）に関する補償拡充 

現行の建賠保険においては地盤に係る事故については補償金

額が５０％に制限されている。これを会員に限り、保険料の値

上げをせずに６０％に引き上げる。 

②事故割増規定の緩和 

現行の建賠保険では事故件数に応じて保険料の事故割増規定

が適用され、１件１００％、２件２００％、３件３００％となっ

ておりこれが５年間続くことになる。このため高額な保険料を

支払っている事務所においては事故が起きた場合に保険金を

請求しにくい状況となっている。このことを勘案し、保険料３

０万円以上の会員事務所に限り、保険料に応じて段階的に事故

割増率を逓減する。 

③建築士事務所を廃業した場合の新たな保険 

会員として建賠保険に加入している事務所が建築士事務所を

廃業した後も、廃業する前に行った設計業務に起因する事故に

よる損害賠償を補償する新たな保険を提案する。 

また、会員の建賠保険への加入を促進するため、日事連の建

賠保険の特色、特約等を分かりやすくまとめた簡易なパンフ

レットを正規のパンフレットとは別に作成し、単位会を通じて

会員に配布する予定で検討中である。 

協議の結果、資料７の２．（２）「建築士事務所を廃業した場

合の新たな保険」と２．（３）「事故割増規定の緩和」を入れ

替える等、資料の一部を訂正して常任理事会に提案することと

した。 

（８）平成２３年度会費減免申請について 

事務局より平成２３年度会費減免申請について、資料８によ
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り説明がなされた。 

大規模な災害等に伴い、構成員が業務ができない等の理由によ

り、単位会が当該構成員の会費を減額又は免除した場合、日事連

においてもそれらの事情を考慮し、その会費（構成員割会費）の

減額又は免除をすることができるよう、６月の総会で会費規程を

改正した。 

今般、岩手会及び福島会の２会から、東日本大震災で被災し、

単位会の会費を免除した会員に係る構成員割会費（岩手会１７構

成員、福島会１１構成員）についての当該構成員の会費免除申請

書が、罹災証明書の写し等を添えて提出されたので、平成２３年

度構成員割会費を免除したい。 

なお、宮城会は必要書類が整った段階で追って申請するとのこ

とである。 

協議の結果、資料８のとおり常任理事会に提案することとした。 

（９）第１１４回建築士事務所協会全国会長会議、第５７回臨時

総会等の日程及び運営等について 

事務局より第１１４回建築士事務所協会全国会長会議及び一

般社団法人への移行申請にかかわる定款変更を行うために開催

する第５７回臨時総会等の日程及び運営等について、資料９によ

り説明がなされ、異議無く資料９のとおり常任理事会に提案する

こととした。 

次回委員会開催予定 

平成２４年２月１７日（金）１３：３０～１６：００ 

（配付資料） 

資料１：設計及び工事監理の業に関する新法制度の検討に係る経

過報告他 

資料２－１：平成２３年度上半期事業報告書 

資料２－２：平成２３年度上半期収支報告書 

資料３：一般社団法人移行にかかわる公益目的支出計画等につい

て 

資料４：一般社団法人移行申請に伴う定款変更の承認の件 

資料５：平成２４・２５年度役員候補者の推薦手順と選任方法の

申し合わせ事項 

資料６：平成２４年度の住宅金融支援機構適合証明業務登録制度

について（案） 

資料７：建築士事務所賠償責任保険の会員向け補償の拡充等と加

入促進パンフレットの作成について 

資料８：平成２３年度会費減免申請について 

資料９：第１１４回建築士事務所協会全国会長会議、第５７回臨

時総会等の日程及び運営等について 

 

■平成２３年１２月通常理事会議事概要 

１．日時 平成２３年１２月５日（月）１０：００～１１：４５ 

２．会場 八重洲富士屋ホテル３Ｆ「赤松の間」 

３．理事会構成者数及び出席者数  理事会構成者数  ３４名 

                出 席 者 数  ２８名 

              （内、表決委任状提出者１名含む） 

４．出席者及び欠席者の氏名 

 出席者 

  会  長 三栖邦博 

  副 会 長 外木場久雄、八島英孝、山田美光、野呂敏秋、  

神﨑 貢、山下卓治       

    専務理事 髙津充良 

  常務理事 北野芳男 

  常任理事 上野浩也、大内達史、田端 隆、富岡 学、    

中野 満、西村 武   

    理  事 秋野卓生、上原伸一、荻原幸雄、河野  久、      

佐野吉彦、鈴木眞生、水谷達郎、水庭武宣、 

宮原克平、森野美徳、吉田  敏、割田正雄 

  監  事 岡田利一、甲斐孝明、栗原憲昭 

欠席者（表決委任者）理事：村山高文 

欠席者 理事：浅野善治、大野和男、岡部明子、富田  裕、 

野呂幸一、馬場錬成 

事務局    恩田利昭事務局長、戸谷泰子広報・渉外担当課

長、鈴木雅之業務課長、前田敏明総務課長、 

吉田 茂調査役 

５．議  事 

（１）議長 三栖邦博会長 
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（２）議事録署名人の選任 

議事録署名人に以下の理事が選任された。 

    三栖邦博会長、上原伸一理事、佐野吉彦理事 

（３）議決事項 

１)常任理事会専決事項の承認の件（平成２３年１１月１６日、

常任理事会決定） 

事務局から、次の常任理事会専決事項について資料１により

説明がなされた。 

①第１１４回建築士事務所協会全国会長会議、第５７回臨時

総会等の日程及び運営等の決定の件 

第１１４回建築士事務所協会全国会長会議及び一般社団

法人への移行申請に係る定款変更を行うために開催する第

５７回臨時総会等の日程及び運営等について次のとおり決

定した。 

平成２３年１２月５日(月)  会場：八重洲富士屋ホテル 

  １２：３０～１３：３０  政経フォーラム（２Ｆ「桜の間」） 

  １３:４０～１６：３０  建築士事務所協会全国会長会議

(２Ｆ「桜の間」) 

１６:３５～１７：００  臨時総会    （２Ｆ「桜の間」） 

議長より、常任理事会で決定した同議案の承認について諮った

ところ、異議なく、資料１のとおりこれを承認した。 

２）平成２３年度上半期事業報告及び収支報告の承認の件 

専務理事及び常務理事より、資料２－１及び資料２－２に

よって平成２３年度上半期の事業報告及び一般会計、福利厚生

特別会計、適合証明業務登録機関特別会計について次の趣旨の

概要説明がなされた。 

上半期の事業は、建築士法に規定された団体としての事業や

改正建築基準法、改正建築士法等の円滑な施行に向けての活動

を引き続き行うとともに、東日本大震災後の復旧、復興への対

応や様々な課題に単位会及び関係団体と連携し、建築士事務所

の健全な発展と消費者の信頼性の向上を図るため、各種事業に

取り組んでいる。 

上半期の収支については、全体的には予定どおりの収支で推

移している。なお、平成２３年度上半期事業報告及び収支報告

は、１１月１１日の監査会、１１月１４日の総務・財務委員会

及び１１月１６日の常任理事会でも説明し、特段の指摘事項は

なかった。 

平成２３年度上半期監査報告         

岡田監事より、平成２３年１１月１１日に行った監事による監査

報告が次のとおり行われた。 

ⅰ）事業報告書及び収支報告書の内容については、特段指摘

すべきことはない。 

ⅱ）理事の職務遂行に関して、不正の行為または法令もしく

は定款に違反する重大な事項についても、指摘すべきこ

とはない。 

議長より、同議案の承認について諮ったところ、異議な

く、資料２－１及び資料２－２のとおり平成２３年度上

半期事業報告及び決算報告を承認し、本日の午後に開催

する第１１４回建築士事務所協会全国会長会議に報告す

ることとした。 

３）一般社団法人移行にかかわる公益目的支出計画等の承認の件 

大内総務・財務委員長及び専務理事から一般社団法人移行に

かかわる公益目的支出計画等について資料３により、次の趣旨

の概要説明がなされた。 

日事連は平成２２年１２月６日の理事会で一般社団法人への

移行を決めた。一般社団法人への移行要件として、公益目的支出

計画を作成する必要がある。日事連では、収入を伴わない事業を

公益目的事業として公益目的支出計画（案）を作成した。公益目

的事業では、①新規事業として、建築復興支援センター事業を、

②継続事業（従来から行っている事業）として、１．苦情解決事

業、２．建築士事務所全国大会事業、３．日事連建築賞事業、４．

内外の関係団体との協力事業、５．調査研究事業、６．国、地方

公共団体等への要望事業、７．キャンペーン・広報・ホームペー

ジ事業をあげた。 

これらの事業にあてる公益目的財産額は、平成２２年度決算を

ベースにすると約５億３,８２０万円（平成２２年度末の貸借対

照表正味財産額＋引当金（事務所移転、周年記念、財政安定）－

退職給付引当資産－時価評価資産の帳簿価額と時価の差額）が見
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込まれる。公益目的支出計画では、平成２３年度予算をベースに

すると、その実施期間は３年間が見込まれる。なお、公益目的支

出計画は移行に当たって、それまでの公益目的財産額から今後の

公益目的事業費を差し引いて計算上０とするものであるが、法人

の純資産額を減らすことを求められているものではなく、別途収

益事業等による収支余剰額を積み立てていくことができるもの

である。 

議長より、同議案の承認について諮ったところ、異議なく、

資料３のとおり一般社団法人移行にかかわる公益目的支出計画

等を承認し、本日の午後に開催する第１１４回建築士事務所協

会全国会長会議に報告することとした。 

４）臨時総会議案の承認の件 

①一般社団法人移行申請に伴う定款変更の承認の件 

大内総務・財務委員長及び専務理事から一般社団法人移行申請

に伴う定款変更について資料４により、次の趣旨の概要説明がな

された。 

一般社団法人移行申請に伴う定款変更については、１２月５日

に開催する臨時総会で議案として承認を得る内容である。定款変

更案は、現行の定款を生かしつつ、内閣府作成の『移行認定のた

めの「定款の変更の案」作成の案内』を参考として作成したもの

である。 

定款変更案は総務・財務委員会等で検討を行い、理事会に報

告後、平成２３年６月の全国会長会議で中間報告として報告し、

意見を求めたが特段の意見はなかった。その後、内閣府公益認

定等委員会事務局等との窓口相談を経て、資料４の定款変更案

としたものであるが、窓口相談での指摘事項は移行認可を保証

するものではないこと、また日事連が平成２４年４月１日の移

行登記を目途にしていることについては、申請が集中している

ため平成２３年１２月の申請では間に合わないと思われる旨の

説明を受けた。平成２３年１２月に申請して、平成２４年４月

１日の移行の認可が間に合わない場合は、例えば平成２５年４

月１日の移行認可等、認可時期は団体の意向によって調整が可

能である旨の説明を受けた。これらのことを踏まえ、一般社団

法人移行申請に伴う定款変更を行おうとするものである。なお、

付帯事項として、内閣府公益認定等委員会へ認可申請を行った

際の定款変更に係る指摘事項等が生じた場合の内容修正は会長

に一任すること及び平成２３年１２月に行う内閣府公益認定等

委員会への認可申請で、平成２４年４月１日の移行登記が間に

合わない場合は、平成２５年４月１日の移行登記に変更するこ

とを記載した。 

議長より、同議案の承認について諮ったところ、異議なく、

資料４のとおり臨時総会の議案の一般社団法人移行申請に伴う

定款変更を承認し、本日の午後に開催する第５７回臨時総会に

提案することとした。 

これに関連して、上原理事より次の趣旨の意見があった。 

今回の定款変更について異議はないが、今後検討願いたいこ

ととして、第５条の正会員の資格で、「建築士事務所の開設者

を社員とし、その名称中に建築士事務所協会という文字を用い

る法人」となっているが、各県で複数の正会員資格がある団体

が設立され、日事連に入会申込がなされたときの対応として各

県一団体とすることができるのかを検討をすること。また、定

款変更の附則で「この法人の最初の代表理事は三栖邦博とす

る。」となっているが、平成２５年４月１日の移行登記となっ

た場合はどのようになるのか。 

これに対し、事務局から以下のような回答があった。 

－法律上は各県に複数の団体があることを排除していない。し

かしながら、既存の正会員との関係等の問題もあり、具体的な

事案がでてくれば今回の定款変更の問題とは別に検討をする必

要があると考えられる。また、一般社団法人移行申請には定款

変更の附則に代表理事名を記載しなければならないことが要件

とされているため、一般社団法人移行申請時点での代表理事と

して現会長名を記載した。なお、平成２５年４月１日の移行登

記となり、代表理事の変更がある場合にはその時点で内閣府公

益認定等委員会事務局等との協議結果を理事会に説明し、対応

することになる。 

５）建築士定期講習の平成２４年度からの講習受講手数料に関す

る基本合意事項の承認の件 

上野教育・情報委員長及び専務理事より、「建築士定期講習」
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の平成２４年度からの受講料見直しについて資料５によって次

の趣旨の概要説明がなされた。なお、この議題の基本合意を行

う一方の当事者となる団体に所属する鈴木眞生理事は議決に加

わらず退席した。 

「建築士定期講習」の受講料について、民間登録講習機関と

競合し得る価格としていく必要があると考え、昨年１２月には、

建築技術教育普及センター（建築教育センター）より、受講料

の減額の見直し案について提案があったが、成案には至らず、

平成２３年度からの受講料見直しは見送られた。しかしながら、

受講料の見直しは必須との考えから、２月の常任理事会等で協

議の結果、平成２４年度からの受講料の見直しに向け、受講料

減額分を関係三者（単位会、日事連、センター）が公平に負担

することを前提に検討を進めていく基本方針が決定した。 

日事連では、関係三者（単位(士)会、連合会、センター）の

負担割合を修正した見直し案を作成し、８月２日に建築教育セ

ンター及び士会連との打合せで提示した。その後、８月２２日

付で、建築教育センターより、会場費の実効的な削減が図られ

ることを条件に、日事連の提案を基本的に了承する旨の回答が

なされた。さらに、９月８日及び１０月３１日には、三者間（建

築教育センター、士会連、日事連）の役員レベルによる意見交

換がなされ、受講料収入の配分を一律に削減するものの、会場

費は一定額を確保し、従来どおり建築教育センターが負担する

という受講料見直しに向けた基本的な考え方について三者で確

認し、今後、各連合会で機関決定の上、本年１２月中旬には三

者間で合意書の締結を行うこととしている。平成２４年度から

の受講料見直しの基本合意事項は、次のとおりである。 

①平成２４年度から平成２６年度の建築士定期講習の受講手数

料を12,286円（税込12,900円）とする。 

②講習受講手数料の変更に伴う業務委託経費は、以下のとおり

とする。（税抜） 

１）士会連及び日事連 560円/人 

２）建築士会及び建築士事務所協会 5,176円/人 

③特記事項等  

１）会場費負担のルール  

これまでと同様な考え方とするが、会場費全体の抑制を図るた

め、講習実施計画の策定にあたり、単位会、連合会、建築教育セ

ンターが連携し、適切な会場確保に努めることとする。なお、こ

の結果、今後、会場費の削減が図られた場合は、将来において、

この配分案を再度協議するものとする。 

２）受講手数料の再協議  

本受講手数料改定については、受講者数が現行程度で維持さ

れる前提に立つものであり、今後、受講者数の大幅な増減があっ

た場合は、再度協議するものとする。  

議長より、同議案の承認について諮ったところ、異議なく、

資料５のとおり建築士定期講習の平成２４年度からの講習受講

手数料に関する基本合意事項を承認し、本日の午後に開催する

第１１４回建築士事務所協会全国会長会議に報告することとし

た。 

６）平成２４年度以降における管理建築士講習実施方針等の承認

の件 

上野教育・情報委員長及び専務理事より、平成２４年度から

の管理建築士講習実施方針等について資料６によって次の趣旨

の概要説明がなされた。なお、この議題の平成２４年度以降に

おける管理建築士講習実施方針等の一方の提案者側の当事者と

なる団体に所属する鈴木眞生理事は議決に加わらず退席した。 

平成２４年度以降の管理建築士講習の実施については、先に

建築教育センターより、本年１１月２７日後の受講者数が大幅

に減少するため、管理建築士講習の実施方法について大幅な見

直しが必要であるとして、実施方針の見直し案（見直し案）が

提示された。 

教育・情報委員会では、日事連としての平成２４年度以降の同

講習の実施方針を決めるにあたり、単位会に対し見直し案に対す

る意向の調査（アンケート調査）を行った。その調査結果を踏ま

え教育・情報委員会は、日事連及び単位会は平成２４年度以降も

管理建築士講習に関わっていくこととし、実施については概ね次

のこととした。 

（１）講習の実施方法について 

①アンケート調査では、「ブロック協議会で調整の上、実施方
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法を決定したい」が３０単位会を占めていることに鑑み、各

ブロック協議会で資料６の実施方法等を検討・調整する。 

②講習は原則として小規模のＤＶＤを用いた講習とする。なお、

東京、大阪については、規模を勘案し、講師対面講習とする。 

③講習実施方法の検討にあたっては、民間登録講習機関が講習

を行わない場合には、極力、当該単位会にて講習を実施する

とともに、地方行政の意向も確認し，十分な配慮を行う。 

（２）受講料収入の配分についてアンケート調査の結果では、「現

行の配分ルールが望ましい」が２８単位会もあることから、そ

うした意向等を十分に踏まえ、平成２４年１月末を目途に、本

会と建築教育センターとの間で交渉を行うこととしたい。なお、

平成２４年度からの講習開始に間に合わせるため、具体的な配

分方法については、教育・情報委員長に一任いただきたい。 

議長より、同議案の承認について諮ったところ、異議なく、

資料６のとおり平成２４年度以降における管理建築士講習実施

方針等を承認し、本日の午後に開催する第１１４回建築士事務

所協会全国会長会議に報告することとするが、「平成２４年度

以降における管理建築士講習実施方針等の見直し」との標題は

誤解を招くおそれがあるため「見直し」の字句を削除すること

とした。 

７）平成２４年度の住宅金融支援機構適合証明業務登録制度の承

認の件 

大内総務・財務委員長及び専務理事から平成２４年度の住宅

金融支援機構適合証明業務登録制度について資料７により、次

の趣旨の概要説明がなされた。 

平成２４年度の住宅金融支援機構適合証明業務登録制度に

ついては、昨年の１２月理事会で平成２２年度及び平成２４年

度に改善措置を行い、平成２４年度は新規・更新登録を行うこ

ととした。なお、平成２６年度の新規・更新登録の実施につい

ては、平成２４年度の新規・更新登録者数の状況により判断す

ることとした。本年９月の理事会で、平成２４年度に向けて適

合証明業務の適正化を念頭に適合証明登録制度の見直しを住

宅金融支援機構（支援機構）と検討を進めている状況の説明を

行い、その後も継続して住宅金融支援機構と協議を進めてきた。 

 この協議において、本連合会からの確認事項を提示したとこ

ろ、支援機構より次の趣旨の見解が示された。資料７は、確認

事項についての支援機構の見解を改定事項の比較表としてま

とめたものである。 

①講習会の実施方法については、開催地、講義方法（基本はＤＶ

Ｄ、主要都市については講師対面講習）については、従来通り

とするが、講習時間は従来の３時間程度（半日講習）を６時間

程度（１日講習）とし、考査は行わず、講習のおわりに受講者

に受講理解度を確認するため｢理解度確認チェックシート｣の

記入を課す。 

②登録翌年の業務研修会（任意受講）は、従来通り７会場、講師

対面講習とする。 

③業務調査については、「立入調査」は従来通り、毎年業務実績

の多い上位２５事務所（２年間で５０事務所）を対象に実施し、

｢関係書類のみの調査｣は、計画的には２年間で１００事務所を

対象に実施する。 

④平成２４年度より適合証明技術者の個別業務のチェックとし

て、１）適合証明書に検査チェックリスト及び確認した関係書

類の添付を義務づけ、融資利用者へ開示すること、また金融機

関が適合証明書及び添付された関係書類の内容確認を行う仕

組みを導入する、２）適合証明技術者が適合証明書及び関係書

類を作成する場合は、支援機構が開発・運営するサイトで作成

する仕組みを導入し、必要箇所を入力しないと書類が発行でき

ない仕組みを導入する（システム開発・運営・管理は支援機構

が行う）。 

⑤登録料、受講料の改定については、慎重かつ十分な検討を行う。 

⑥セーフティネットとしての適合証明業務に係る賠償責任保険

については、任意加入を前提に支援機構において損保会社と

商品化の検討を進める。 

なお、登録料、講習料等の費用に係る事項の支援機構との協

議については、総務・財務委員長等と相談しつつ、早急に支

援機構と検討・協議を行う。 

議長より、同議案の承認について諮ったところ、異議なく、資

登録制度を承認し、本日の午後に開催する第１１４回建築士事



2012-1 日事連会務月報                                               9 

                                                

 

務所協会全国会長会議に報告することとした。 

８）平成２３年度会費減免申請の承認の件 

大内総務・財務委員長から平成２３年度会費減免申請につい

て資料８により、次の趣旨の概要説明がなされた。 

６月の総会において大規模な災害等に伴い、構成員が業務が

できない等の理由により、単位会が当該構成員の会費を減額又

は免除した場合、日事連においてもそれらの事情を考慮し、そ

の会費（構成員割会費）の減額又は免除をすることができるよ

う、会費規程を改正した。今般、岩手会及び福島会の２会から、

東日本大震災で被災し、単位会の会費を免除した会員に係る構

成員割会費（岩手会１７事務所、福島会１１事務所）について

の当該構成員の会費免除申請書が罹災証明書の写し等を添え

て提出された。なお、宮城会は必要書類が整った段階で追って

申請するとのことである。 

議長より、同議案の承認について諮ったところ、異議なく、

資料８のとおり岩手会及び福島会の構成員割会費に係る平成

２３年度会費減免申請を承認した。 

９）建築士事務所賠償責任保険の会員向け補償の拡充等の承認の

件 

八島建賠保険等調査専門委員長から建築士事務所賠償責任

保険の会員向け補償の拡充等について資料９により、次の趣旨

の概要説明がなされた。 

同専門委員会では、建賠保険についてその課題、改善につい

て検討を行っているが、会員事務所の加入促進を図るにあたり、

会員と非会員の差別化、会員の補償の拡充等を図ることが重要

と考え、会員の補償の拡充等を検討してきた。 

平成２４年度より会員向けに以下の補償の拡充等を行いたい。 

①地盤起因損害（地盤の沈下、隆起などに起因する事故による損

害）に関する補償拡充 

現行の建賠保険においては地盤に係る事故については補償

金額が５０％に制限されている。これを会員に限り、保険料

の値上げをせずに６０％に引き上げる。 

②事故割増規定の緩和 

現行の建賠保険では事故件数に応じて保険料の事故割増規定

が適用され、１件１００％、２件２００％、３件３００％となっ

ておりこれが５年間続くことになる。このため高額な保険料を

支払っている事務所において事故が起きた場合において保険金

を請求しにくい状況となっている。このことを勘案し、保険料

３０万円以上の会員事務所に限り、保険料に応じて段階的に事

故割増率を削減する。 

③建築士事務所を廃業した場合の新たな保険 

会員として建賠保険に加入している事務所が建築士事務所を廃

業した後も廃業する前に行った設計業務に起因する事故による

損害賠償を補償する新たな保険を提案する。 

１）契約者・・廃業事務所の開設者又はその使用人の代表者 

２）補償対象・・廃業前に継続して建賠に加入していた期間中

に行った設計業務に起因する事故が、保険契約の期間中に

日本国内で発見された場合 

３）保険期間・・５年間 

４）保険料水準・・廃業する直前の「設計・工事監理料×２か

年分」に保険料率をかけたものとする。 

また、建賠保険の内容が現行のパンフレットではわかりにく

いため、日事連の建賠保険の特色、特約等をわかりやすくまと

めた会員向け加入促進パンフレットを正規のパンフレットと

は別に新たに作成することとし、現在検討を進めている。建賠

保険の内容をわかりやすい概要で伝え、加入への糸口となるこ

とを目指すものであり、本年中に作成し、単位会に周知すると

ともに、会員外にも必要に応じて配布する予定である。 

議長より、同議案の承認について諮ったところ、異議なく、

資料９のとおり建築士事務所賠償責任保険の会員向け補償の

拡充等を承認し、本日の午後に開催する第１１４回建築士事務

所協会全国会長会議に報告することとした。 

(４)報告事項 

１）設計及び工事監理の業に関する新法制度の検討に係る経過

報告について 

三栖会長及び専務理事から設計及び工事監理の業に関する新

法制度の検討に係る経過報告について資料１０によって次の趣

旨の概要報告がなされた。 
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設計及び工事監理の業の適正化による建築主の利益保護と建

築の質の向上をめざし、日事連が提案する建築士事務所法のと

りまとめに向けての日事連としての考え方を検討するため、建

築設計制度等対応特別委員会のもとに、法律専門家が参画した

新法制度検討ワーキンググループを設置し、提案の具体的内容

について検討を行っている。これまでに１３回のワーキンググ

ループを開催した。また、検討の内容や状況等については、本

年５月から６月にかけて、常任理事会、通常理事会、全国会長

会議で報告を行った。また、ワーキングでの検討にあたっては

関係団体の意見や考え方を聞きながら進めることが重要である

ことから、（社）日本建築士会連合会、（社）日本建築家協会

と勉強会を開催し、意見交換を行いつつ検討を進めている。な

お、他会からは建築士法から独立した建築士事務所法の必要性

や新たな法的整備について消極的、あるいは否定的な意見も出

ているところである。日事連としては、内部への周知として１

０月から１１月にかけてすべての常置委員会で現在の検討経過

の報告、意見交換を行った。また、１１月下旬には建築関係４

会と国交省を交えた意見交換会があったが、国や士会連等から

事務所法の規定がないことによる社会的混乱やトラブル事例が

必要であり、それが明らかにされなければ法制化は困難である

との意見が出された。これらの意見交換等をふまえて平成２４

年３月を目途に報告書として日事連の考え方をとりまとめる予

定である。なお、今後は、トラブル事例を収集していく予定で

ある。また、理事としてこの報告内容について参考となる意見

等がある場合は、年明けまでに事務局に提出していただきたい。

この報告は、本日の午後に開催する第１１４回建築士事務所協

会全国会長会議に報告するとともに、単位会からも意見を求め

ることとしている。 

これに関連して、荻原理事からかなりハードルは高いがトラ

ブル事例を収集して必要性を訴えるなど頑張っていく必要があ

る旨の意見があった。 

２）ＵＩＡ２０１１東京大会における日事連・東京会共催イベン

トの実施結果について 

専務理事より、ＵＩＡ２０１１東京大会は９月２６日から２

８日まで開催され、世界１１０カ国から５，１００余名が参加

（うち、海外１，９００名）した。日事連・東京会共催イベン

トについては、シンポジウムの参加者は１９５名、建築士事務

所訪問ツアーの３日間の参加者合計は９３名（うち外国人参加

者４６名）であって、概ね好評であった。共催イベント実施経

費は４３８万円となっている旨の報告が資料１１によってなさ

れた。 

３）会員・構成員異動報告 

平成２３年９月末日及び１０月末日の会員及び構成員数等を次

の通り報告した。単位会別構成員数等は資料１２の通り。 

平成２３年９月３０日現在   正会員４６団体 

構成員１５,１６５事務所、賛助会員４社 

平成２３年１０月３１日現在  正会員４６団体 

構成員１５,１４８事務所、賛助会員４社 

＜配付資料＞ 

資料１：第１１４回建築士事務所協会全国会長会議、第５７回臨

時総会等の日程及び運営等について 

資料２－１：平成２３年度上半期事業報告書 

資料２－２：平成２３年度上半期収支報告書 

資料３：一般社団法人移行にかかわる公益目的支出計画等につい

て 

資料４：第５７回臨時総会議案書 

資料５：「建築士定期講習」の平成２４年度からの受講料見直し

について（案）  

資料６：平成２４年度以降における「管理建築士講習」の実施方

針等について 

資料７：平成２４年度の住宅金融支援機構適合証明業務登録制度

について（案） 

資料８：平成２３年度会費減免申請について 

資料９：建築士事務所賠償責任保険の会員向け補償の拡充等と加

入促進パンフレットの作成について 

資料１０：設計及び工事監理の業に関する新法制度の検討に係る

経過報告 
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資料１１：ＵＩＡ２０１１東京大会における日事連・東京会共催

イベント実施報告  

資料１２：会員・構成員異動報告書 

 

■主な行事予定 

※行事日程は中止･変更等になることがございますのでご了承く

ださい｡ 

平成２４年１月１６日 構造技術専門委員会 

       １７日 ５０周年記念誌ＷＧ 

       １８日 新法制度検討ＷＧ 

       ２４日 東日本大震災対策本部会議 

       ２５日 事業企画運営ＷＧ 

       ２６日 業務・技術委員会 

       ２７日 建築士事務所の管理研修会 

               テキスト執筆委員会 

           教育・情報委員会 

     ２月 １日 広報・渉外委員会 

        ２日 ５０周年記念事業特別委員会 

        ８日 指導運営委員会 

        ９日 会員増強検討ＷＧ 

 

 

 

 

 

 

 


